
独立行政法人における令和元事業年度の事業報告書について

○本資料は独立行政法人の令和元事業年度の事業報告書について事例を紹介するものである。令和２事業年度の事業報告書

作成にあたり、令和元事業年度の事例を把握することは有用と考えられる。

○紙面の都合上、各項目の事例全てを紹介していない。また、該当箇所を各事業報告書から抜粋して記載している。各事業報告

書の全体については、各法人のホームページ等で確認されたい（なお、記載した事例につき、法人名にリンクを付している。リン

クは令和３年３月19日時点のものである）。

○事例紹介にあたり事務局において、必要に応じて、緑枠に補足のコメント及び事例を赤枠で囲む等のハイライトを付している。

○本資料は、紹介した事例に対する正否を示すものではなく、独立行政法人の実務を拘束するものでもない。

【凡例】

〇独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）

…通則法

〇独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針（平成29年９月１日）

…基本的な指針

〇独立行政法人の事業報告に関するガイドライン（平成30年９月３日）

…ガイドライン
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「独立行政法人の事業報告に関するガイドライン」について

１

○ 通則法第38条第２項に基づき作成される「事業報告書」について、法人の長のリーダーシップに基づく独立行政法人の業務運営の状況の全体像
を簡潔に説明するものと位置付け

○ 事業報告書の目的や作成の目安、提供される情報など、事業報告書の作成・公表に当たっての指針を「ガイドライン」として取りまとめ

〇 事業報告書の利用者の情報ニーズなど、ガイドラインに記載のない事項については、「基本的な指針」を参照することが有用

＜主なポイント＞

① 法人の長のリーダーシップに基づく自主的・戦略的な業務運営の全体像をストーリー性を持って簡潔に説明

② 独立行政法人の特性を踏まえ、非財務情報や課題・リスクなど将来の業務見通しに関する情報を提供

③ 独立行政法人により提供される情報の窓口となり、プラットフォームとしての役割が高まる、または果たすことが可能

ガイドラインを踏まえた事業報告書の作成により、以下のような効果が期待される。

○ 法人の長が、独立行政法人の業務運営上のリスクを識別、分析及び評価するとともに、持続的に適正なサービスを提供するための源泉等を踏
まえた対応策について、国民その他の利害関係者に対して、自ら戦略的に説明すること

○ 独立行政法人において、複数の関連部署等とのコミュニケーションがなされ、また事業報告書で提供される情報の管理体制が整備される必要が
あることから、独立行政法人の適切なガバナンスの構築に貢献すること

事業報告書の利用者を「国民その他の利害関係者」と総称する（ガイドライン2.1）



「独立行政法人の事業報告に関するガイドライン」について

２

○「国民その他の利害関係者」にとって有用な情報が提供

○事業報告書の目的を達成

目的適合性

情報の結合性

重要性

簡潔・明瞭性

忠実な表現

比較可能性

国民その他の利害関係者の情報ニーズ及び事業報告書の目的に沿う情報が提供される。

事業報告書で提供される情報の相互関連性や事業報告書に関連する報告書等との関係の全体像が示さ
れる（ストーリー性、プラットフォームとしての役割）。

国民その他の利害関係者の情報ニーズや法人の政策実施機能の発揮に実質的に影響を与える情報が、
事業報告書において提供される。

国民その他の利害関係者の理解が促進される。

国民その他の利害関係者に、信頼性、中立性及び完全性を踏まえた情報が提供される。

国民その他の利害関係者は、当該独立行政法人と他の独立行政法人とを比較した情報を入手でき、また
当該独立行政法人の過去情報等と比較した情報を入手できる。

作成の目安となる
考え方

事業報告書の作成の目安となる考え方等を踏まえると、以下の
ような表示が有用である。

・ 概要を説明すること ・ 全体像を示すこと

・ 相互参照を付すこと ・ グラフ、図表、見出しを活用すること

左記を踏まえた事業報告書の作成により･･･

事業報告書の目的

○ 独立行政法人が、主務大臣から与えられた明確なミッションの下で、法人
の長のリーダーシップに基づく自主的・戦略的な運営、適切なガバナンス
により、国民その他の利害関係者に対して、どのように法人の政策実施機
能を発揮したのか、また発揮するのか、全体像を簡潔に説明すること

○ 独立行政法人の業務運営の状況を報告することで、国民その他の利害
関係者が独立行政法人の業務運営上の課題・リスクを把握するなど、独
立行政法人の持続的な業務運営や業務改善等の判断に役立てること



事例紹介（全般）

３（製品評価技術基盤機構）

（情報通信研究機構）

○ 事業報告書にQRコードが記載されており、他の公表資料等に容易にアクセス可

能な状態。事業報告書にリンク先を埋め込む法人も複数例見られた。

○ 事業報告書に当該関連する報告書等との相互参照を付すことで、独立行政法

人により提供される情報の窓口となり、プラットフォームとしての役割が高まると考

えられる。

https://www.nite.go.jp/data/000111238.pdf
https://www.nict.go.jp/pdf/business-report-2019.pdf


事例紹介（トピックスや成果等）

４（製品評価技術基盤機構）

（物質・材料研究機構）「法人の長によるメッセ―ジ」
に記載

「法人の長によるメッセ―ジ」
の前に記載

４～10ページで紹介しているトピックスや成果等の記載箇所は、法人によって様々である

https://www.nite.go.jp/data/000111238.pdf
https://www.nims.go.jp/nims/disclosure/hdfqf100000016uy-att/NIMSbuisinessreport_latest.pdf


事例紹介（トピックスや成果等）

５

（農業・食品産業技術総合研究機構）

（海上・港湾・航空技術研究所）

「法人の長によるメッセ―ジ」
の前に記載

「法人の長によるメッセ―ジ」
の前に記載

https://www.naro.affrc.go.jp/public_information/files/jigyou_hokokushor1.pdf
https://www.mpat.go.jp/disclosure/source/jigyohoukoku_r1.pdf


事例紹介（トピックスや成果等）

６

（土木研究所）「業務の成果と使用した資源と
の対比」に記載

「法人の長によるメッセ―ジ」
の前に記載

（国立環境研究所）

https://www.pwri.go.jp/jpn/about/zaimu/2019/jigyou-houkoku-r1.pdf
https://www.nies.go.jp/kihon/zaimu/2019/2.pdf


事例紹介（トピックスや成果等）

７
（環境再生保全機構）

○ 「業績の適
正な評価の前
提情報」に記載

○ 過去、現在、
将来の時点を
踏まえた情報
を記載

https://www.erca.go.jp/erca/koukai/pdf/r01jigyohokoku.pdf


事例紹介（トピックスや成果等）

８

（森林研究・整備機構）（農業・食品産業技術総合研究機構）
「法人の長によるメッセ―ジ」
の前に記載

「業務の成果と使用した資源と
の対比」に記載

https://www.ffpri.affrc.go.jp/koukaijouhou/gyoumu/documents/jigyouhoukoku-r01.pdf
https://www.naro.affrc.go.jp/public_information/files/jigyou_hokokushor1.pdf


事例紹介（トピックスや成果等）

９

（家畜改良センター）○ 「法人の長によるメッセ―ジ」に記載

○ 一定の事業等のまとまりごとに記載

（農業者年金基金）運用に関する情報を記載

http://www.nlbc.go.jp/johokokai/r1jigyouhoukoku.pdf
https://www.nounen.go.jp/soshiki/keikaku/data/r01/r01houkokusho.pdf?200730


事例紹介（トピックスや成果等）

10（鉄道建設・運輸施設整備支援機構）

（酒類総合研究所）

「業務の成果と使用した資源と
の対比」に記載

○ 「法人の長によるメッセ―ジ」の前に記載

○ 過去、現在、将来の時点を踏まえた情報を記載

https://www.jrtt.go.jp/ir/financial/pdf/jigyohokokushor1.pdf
https://www.nrib.go.jp/gui/R01_zaimu/pdf/R01_zigyouhou.pdf


事例紹介（法人の長によるメッセージ）

11
（日本医療研究開発機構）

第１期中長期計画及び単年度（令和元
年度）の実績に加え、第２期中長期計
画の情報（将来情報）を記載

https://www.amed.go.jp/content/000069575.pdf


事例紹介（法人の長によるメッセージ）

12
（農業・食品産業技術総合研究機構）

（造幣局）

法人の長が推進した施策を記載

令和２年度の情報（将来情報）を記載

https://www.naro.affrc.go.jp/public_information/files/jigyou_hokokushor1.pdf
https://www.mint.go.jp/media/2020/06/business_r01.pdf


事例紹介（法人の長によるメッセージ）

13

（防災科学技術研究所）

（海技教育機構）

「法人の長によるメッセージ」に法人のア
イデンティティを記載

「法人の長によるメッセー
ジ」に法人のロゴマークと
コンセプトを記載

（国立印刷局）

「法人の長によるメッセージ」に
法人のシンボルマークを記載

https://www.bosai.go.jp/introduction/open/pdf/01jigyo.pdf
https://www.jmets.ac.jp/aboutus/public_info/finance/mpvk9g00000002ie-att/jigyohoukokusho_r1.pdf
https://www.npb.go.jp/ja/guide/uploads/20200624_jigyou.pdf


事例紹介（政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション））

14

（国立印刷局）

（森林研究・整備機構）

https://www.npb.go.jp/ja/guide/uploads/20200624_jigyou.pdf
https://www.ffpri.affrc.go.jp/koukaijouhou/gyoumu/documents/jigyouhoukoku-r01.pdf


事例紹介（政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション））

15

（国立高等専門学校機構）

（農畜産業振興機構）

（都市再生機構）

左記のように、中期目標等に載
せられている政策体系図を記載
した法人が複数例見られた

https://www.kosen-k.go.jp/Portals/0/resources/information/R1jigyohokokusho.pdf
https://www.alic.go.jp/content/001180647.pdf
https://www.ur-net.go.jp/news/20200702_jigyouhoukoku.html


事例紹介（中期目標）

16

（中小企業基盤整備機構）

（福祉医療機構）

（鉄道建設・運輸施設整備支援機構）

一定の事業等のま
とまりと勘定等との
関係性を記載

過去、現在、将来の時点を
踏まえた情報を記載

一定の事業等のまとま
りごとの目標と勘定と
の関係性を記載

https://www.smrj.go.jp/org/info/data/report/frr94k0000000fqm-att/r1_01_jigyohokoku.pdf
https://www.wam.go.jp/hp/wp-content/uploads/jigyouhoukoku_r01.pdf
https://www.jrtt.go.jp/ir/financial/pdf/jigyohokokushor1.pdf


事例紹介（法人の長の理念や運営上の方針・戦略等）

17（科学技術振興機構） （農業・食品産業技術総合研究機構）

https://www.jst.go.jp/announce/zaimu/pdf/1jigyou.pdf
https://www.naro.affrc.go.jp/public_information/files/jigyou_hokokushor1.pdf


事例紹介（法人の長の理念や運営上の方針・戦略等）

18
（日本原子力研究開発機構）

（国立高等専門学校機構）

（国立病院機構）

https://www.jaea.go.jp/02/pdf/zaimu_r01-3.pdf
https://www.kosen-k.go.jp/Portals/0/resources/information/R1jigyohokokusho.pdf
https://nho.hosp.go.jp/files/000133899.pdf


事例紹介（持続的に適正なサービスを提供するための源泉）

19

（宇宙航空研究開発機構）

（１）ガバナンスの状況

（日本原子力研究開発機構）

https://www.jaxa.jp/about/finance/pdf/finance_r01-03.pdf
https://www.jaea.go.jp/02/pdf/zaimu_r01-3.pdf


事例紹介（持続的に適正なサービスを提供するための源泉）

20

（建築研究所）

（４）重要な施設等の整備等の状況

画像付きで施設等に関する説明を記載

https://www.kenken.go.jp/japanese/information/announcement/accounts/r01/2.pdf


事例紹介（持続的に適正なサービスを提供するための源泉）

21

（６）財源の状況

（農業・食品産業技術総合研究機構）

（石油天然ガス・金属鉱物資源機構）

今後の自己収入の
見通し（将来情報）を
記載

https://www.naro.affrc.go.jp/public_information/files/jigyou_hokokushor1.pdf
http://www.jogmec.go.jp/disclosure/content/300368361.pdf


事例紹介（持続的に適正なサービスを提供するための源泉）

22

（７）社会及び環境への配慮等の状況

「社会及び環境への配慮等の状況」は以下に関する情報を記載している事例
が見られた。

○ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

○ 環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活

動の促進に関する法律

○ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

○ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律

○ 次世代育成支援対策推進法

○ 男女共同参画、ワークライフバランス、働き方改革

○ 政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群

○ 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律

○ 国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関す

る法律

○ SDGｓ、ESG

○ 施設見学 等

（国民生活センター）

（宇宙航空研究開発機構）

（理化学研究所）上記は、（３）職員の状
況に記載

http://www.kokusen.go.jp/hello/pdf/z_jigyo19.pdf
https://www.jaxa.jp/about/finance/pdf/finance_r01-03.pdf
https://www.riken.jp/medialibrary/riken/about/reports/projects/projects2019.pdf


事例紹介（持続的に適正なサービスを提供するための源泉）

23

（大学改革支援・学位授与機構）

（７）社会及び環境への配慮等の状況

SDGsの目標達成に向けた貢献を記載
○ 「法人の長によるメッセ―ジ」の前に記載

○ 法人とESG・SDGｓの相関性を記載

（都市再生機構）

http://www.niad.ac.jp/media/012/202007/no10_jigyoreport_r01.pdf
https://www.ur-net.go.jp/news/20200702_jigyouhoukoku.html


事例紹介（持続的に適正なサービスを提供するための源泉）

24

（７）社会及び環境への配慮等の状況

（自動車技術総合機構）

（国立印刷局）

https://www.naltec.go.jp/publication/fkoifn000000b75c-att/fkoifn000000b78v.pdf
https://www.npb.go.jp/ja/guide/uploads/20200624_jigyou.pdf


事例紹介（持続的に適正なサービスを提供するための源泉）

25

（日本原子力研究開発機構）
○ 環境配慮活動の実績を記載

○ 「環境負荷及びその低減に向けた

取組の状況」という項目に記載

（７）社会及び環境への配慮等の状況

（理化学研究所）

環境マネジメント体制を記載

https://www.jaea.go.jp/02/pdf/zaimu_r01-3.pdf
https://www.riken.jp/medialibrary/riken/about/reports/projects/projects2019.pdf


事例紹介（持続的に適正なサービスを提供するための源泉）

26

（海上・港湾・航空技術研究所）

（高齢・障害・求職者雇用支援機構）

（造幣局）

（８） その他源泉の状況（法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉）

https://www.mpat.go.jp/disclosure/source/jigyohoukoku_r1.pdf
https://www.jeed.go.jp/jeed/disclosure/law/om5ru8000000272g-att/q2k4vk000002rtz1.pdf
https://www.mint.go.jp/media/2020/06/business_r01.pdf


事例紹介（業務運営上の課題・リスク及びその対応策）

27

（国立公文書館） （日本原子力研究開発機構）

http://www.archives.go.jp/information/pdf/zaimu2019.pdf
https://www.jaea.go.jp/02/pdf/zaimu_r01-3.pdf


事例紹介（業務運営上の課題・リスク及びその対応策）

28

（物質・材料研究機構）

（統計センター）

（国立科学博物館）

リスクを、優先対応リスク
と継続的留意リスクに分
けて記載

重点管理項目と日常管
理項目に分けて記載

中期目標に定める項目ごとに
策定した、リスク因子、リスク
発生原因、重要度及び予防策
を記載

https://www.nims.go.jp/nims/disclosure/hdfqf100000016uy-att/NIMSbuisinessreport_latest.pdf
https://www.nstac.go.jp/release/pdf/R01jigyouhoukoku.pdf
https://www.kahaku.go.jp/disclosure/financial/imgs/report_31.pdf


事例紹介（業務運営上の課題・リスク及びその対応策）

29（福祉医療機構）

（住宅金融支援機構）

https://www.wam.go.jp/hp/wp-content/uploads/jigyouhoukoku_r01.pdf
https://www.jhf.go.jp/files/400353178.pdf


事例紹介（業績の適正な評価の前提情報）

30

（情報通信研究機構）

区分経理ごとの資金フローを記載

https://www.nict.go.jp/pdf/business-report-2019.pdf


事例紹介（業績の適正な評価の前提情報）

31

（国立科学博物館）

（福祉医療機構）

（量子科学技術研究開発機構）

事業のスキーム図を記載

https://www.kahaku.go.jp/disclosure/financial/imgs/report_31.pdf
https://www.wam.go.jp/hp/wp-content/uploads/jigyouhoukoku_r01.pdf
https://www.qst.go.jp/uploaded/attachment/17547.pdf


事例紹介（業績の適正な評価の前提情報）

32

（日本芸術文化振興会）

（自動車技術総合機構）（鉄道建設・運輸施設整備支援機構）

事業のスキーム図を記載

https://www.ntj.jac.go.jp/assets/files/about/financial/R01_zaimu/R01_2zigyouhoukokusho.pdf
https://www.naltec.go.jp/publication/fkoifn000000b75c-att/fkoifn000000b78v.pdf
https://www.jrtt.go.jp/ir/financial/pdf/jigyohokokushor1.pdf


事例紹介（業績の適正な評価の前提情報）

33（工業所有権情報・研修館）

（家畜改良センター）
財源構造や資金フローに加え、
収支も記載

https://www.inpit.go.jp/about/gyomu/zhoukoku/r01zjigyouhou.pdf
http://www.nlbc.go.jp/johokokai/r1jigyouhoukoku.pdf


事例紹介（内部統制の運用に関する情報）

34

「内部統制の運用に関
する情報」は以下に関
する情報を記載してい
る事例が見られた。

○ 内部統制の運用

○ コンプライアンス

○ リスク管理

○ 監事監査、内部監

査

○ 入札、契約に関す

る事項

○ 予算の適正な配分

○ 研究費不正防止

○ 情報セキュリティ

○ 個人情報保護 等

（科学技術振興機構）

https://www.jst.go.jp/announce/zaimu/pdf/1jigyou.pdf


事例紹介（予算と決算との対比、財務諸表、法人の基本情報）

35（製品評価技術基盤機構）

（都市再生機構）

経年推移や内訳をグラフを活用
して記載

https://www.nite.go.jp/data/000111238.pdf
https://www.ur-net.go.jp/news/20200702_jigyouhoukoku.html


事例紹介（予算と決算との対比、財務諸表、法人の基本情報）

36（中小企業基盤整備機構）

（宇宙航空研究開発機構）

財務データの分析にあたり、増
減の結果に加えて、その要因も
記載

当年度の財務状況及び運営状況（運営費交付金等の執
行状況等）に関する説明を記載

https://www.smrj.go.jp/org/info/data/report/frr94k0000000fqm-att/r1_01_jigyohokoku.pdf
https://www.jaxa.jp/about/finance/pdf/finance_r01-03.pdf


事例紹介（参考情報）

37

（都市再生機構）

（福祉医療機構）

公表資料等との関係性を記載

https://www.ur-net.go.jp/news/20200702_jigyouhoukoku.html
https://www.wam.go.jp/hp/wp-content/uploads/jigyouhoukoku_r01.pdf


アンケート

独立行政法人における令和元事業年度の事業報告書の記載事項等について、

全ての独立行政法人（87 法人）に対してアンケートを行った。その結果概要は次ページ以降のとおり。

なお、回答した法人が特定できないように、事務局において回答の表現を一部変更した。

38



アンケート

39

○役員主導の下、早い段階から事業報告書に関する実務作業チームを発足させ、ガイドラインの考え方を遵守しつつ、項
目の構成段階で標準的な様式に捉われすぎないようリーダーシップを発揮した。

○事業報告書作成プロセスにおいて、構成及び内容について法人の長が全体的に確認を行い、法人の長の意向により、
法人の社会的役割を明確に示すこととした。

○法人の長をトップとした会議体である経営企画会議等（全役員出席）において、法人の長自らが事業報告書作成の指針
となる経営方針や業務運営上の課題・リスク及びその対応策等について定期的に発信した。

○「法人の長によるメッセージ」について、法人の長自らが社会環境を踏まえた法人の位置付けや経営理念等を盛り込んで
作成するとともに、さらに事業報告書に関するプロジェクトチームである主担当部署や関係部署に対し、「国民へのわかりや
すさ」の観点から必要な指示を直接行うなど、リーダーシップを発揮した。

○事業報告書作成プロセスにおける役員への説明の際、法人の長より「利用するターゲットを明確にし、その目線で有益な
ものとなるよう工夫せよ」との指摘により、内容・表示方法の全面改訂を行った。

○法人の長の意向で、平成31年4月に、経営企画部を事務局とし、各部門の筆頭課長をメンバーとした法人全体の情報発
信を検討する組織を新たに立ち上げ、事業報告書を主要テーマの一つと位置付けた。

○事業報告書の構成案から掲載する写真、デザインに至るまで、法人の長と事務局で議論を重ね、法人の長がトップを務
める全役員が出席する会議体で複数回議論して作成した。

○特にトップメッセージについては、社外や社内に伝えたい内容（トピックや運営方針など）を法人の長と事務局で複数回議
論して作成した。

【問】 令和元事業年度の「事業報告書」の作成において、法人の長のリーダーシップが発揮された事例

＜主な回答＞



アンケート

40

○スケジュールは平成30事業年度と特段変わらないが、試作版の作成も含めるとトータルで１年程度作業に要した。

○平成30事業年度と令和元事業年度のスケジュールを比較すると、平成30事業年度が会計についての記載が中心だった
ところ、リスク管理や自己評価に関する記述が増えたため、増えた箇所については、会計部署とは別に新たに総務課のリス
ク管理や自己評価の担当部署が作成に関わった点が特に異なる。

○平成30事業年度と令和元事業年度のスケジュールを比較すると、非財務情報について、早期に作成を開始し法人の長を
はじめとする経営層や会計監査人への相談等を計画的に行った点が特に異なる。

○従前の事業報告書は独法評価で使用する業務実績等報告書をベースに作成されており、事業遂行内容を網羅的にア
ピールできるが、新しい事業報告書では何を重点的にアピールするのかを調整するため打合せを例年より多く実施した。

○例年であれば、６月の事業報告書完成に向けて、４月上旬頃から内部において作業を開始するところを、令和元事業年
度については、ガイドラインをふまえた事業報告書の在り方の検討を担当部長や関係各課を交えて前年の７月頃から開始
した。

○平成30事業年度までは関係部署が作成した原案を主担当部署で取りまとめ、役員の意見を踏まえ修正するという流れで
あったが、令和元事業年度においては、法人の長からの指示及び監事等から助言を受けた上で主担当部署が原案を作成
した後に関係部署で内容確認を実施するという法人の長のリーダーシップがより強く発揮される流れとなった（令和元事業
年度は見直し初年度であったことから、半年前倒して作業を開始）。

○平成30事業年度と令和元事業年度のスケジュールを比較すると、これまでは決算作業の一環として各担当部署で事務
的に行っていたものを、スケジュールを大幅に前倒しして、法人全体で議論し、作成したことが特に異なる。

○平成30事業年度と令和元事業年度のスケジュールを比較すると、非財務情報の記載事項が増えたことから、作成可能な
部分について事業年度内に作成に着手した。

【問】 令和元事業年度の「事業報告書」の作成におけるスケジュール（平成30事業年度との比較含む）

＜主な回答＞



アンケート
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○令和元事業年度に作成する事業報告書のために、平成30事業年度と異なり、新たな事業報告書作成に向けたプロジェク
トチームを組織し、編集長（プロジェクトマネージャー）指揮の下作成を進めた。多部署にわたる作業ととりまとめのため、編
集長による役割指示、タスク・スケジュール管理、全体調整と総合プロデュース機能と、明確化した体制を構築し実行を行っ
た。

○法人の長を筆頭とするプロジェクトチームを組成し、事業報告書の構成・内容について綿密な検討を行った上で作成を開
始。定期的に進捗管理を行い、全９回の打ち合わせを経て事業報告書を完成させた。

○令和元年８月から令和２年４月までの間に、実務作業チームでの合同打合せを５回実施し、必要なタスクの整理、課題認
識と対応策の検討、スケジュールと進捗共有、試作版のブラッシュアップなど定期的に情報共有と進捗管理を行った。

○複数の関係部署との調整が必要となったこと、業務運営上の課題やリスク、内部統制などの機構全体にかかる内容の検
討が必要であることから、全体の取りまとめ部署を経理部から経営企画部に変更した。

○各部署に一斉に作業依頼はせず、とりまとめ担当部署においてたたき台を用意しつつ、個別に調整を行う形で作業を進
め、全体の内容がある程度固まった段階で全体に再度確認依頼を行った。特に担当割が難しい項目（複数部署間での連
携が必要な項目）については、とりまとめ担当部署と各担当部署で綿密に調整を行う形で内容の作成を行った。

○プロジェクトに必要なタスク、スケジュール及び実績を示す予定表を作成し、経営企画会議（全役員出席）において進捗や
その後の予定を報告するなど、定期的に進捗管理を行った。

【問】 令和元事業年度の「事業報告書」の作成に係るプロジェクトマネジメント（平成30事業年度までとの
比較含む）について

＜主な回答＞



アンケート
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【問】 令和元事業年度の「事業報告書」の記載内容等について、法人外部への相談等（有償・無償を
問わず、照会等を含む）の有無

（※）主な回答

○他の独立行政法人

○主務省、総務省

○事業会社



アンケート
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○「法人の長によるメッセージ」はそもそも事業報告書を新しくした趣旨が法人の長のリーダーシップにあることから入念に作
成した。

○「法人の長の理念や運営上の方針・戦略等」について、改めて内容の精査を実施したとともに、ステークホルダーとの対話
のため、読みやすく、かつ説明しやすい構成及び内容とする点で苦労した。

○「業務運営上の課題・リスク及びその対応策」に関連し、業務運営上の課題やリスクを広く一般に公開することはかえって
リスクになりえるため、記載事項について慎重に検討した。

○「業績の適正な評価の前提情報」については、スキーム図の作成が必要となったが、一定の事業等のまとまりという大き
な単位でのスキーム図が元々なかったため、どのような形で図示するか内容を固めるまでにやや時間を要した。

○「業務の成果と使用した資源との対比」については、どのような単位で業務・成果を表現するのがよいか、検討を要した（最
終的には、一定の事業等のまとまり（セグメント）ごとに総論的に記述するとともに、研究業務については各研究プログラムに
ついても特筆すべき成果等を記載することにした）。

【問】 令和元事業年度の「事業報告書」の作成において、①作成に苦労した項目、②その具体の内容

＜主な回答＞

①作成に苦労した項目

②具体の内容



アンケート
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【問】 その他の意見（令和元事業年度の「事業報告書」の作成の過程で生じた実務上の課題、法人にもた
らした好事例、令和２事業年度にむけた新たな取組、令和元事業年度の「事業報告書」を活用した事
例及び今後「事業報告書」を活用していきたいと考える領域や行動など）

○他法人と作成にあたり、情報交換する中で課題等の共有ができ交流が深まった。

○当法人では、事業報告書が法人活動のすべてを網羅していることを目標に作業を実施。その結果、従来作成していたディ
スクロージャー誌の作成を廃止した。

○事業報告書作成にあたり、関係部署との意見交換や調整過程で業務運営上の課題等が幾つか明確になった。

○令和元年度の報告書作成を踏まえ、令和２年度では他法人の報告書との比較可能性に留意しながらも、必要な情報を適
切に記載し不要な情報は参照先へ誘導するなど簡潔な記載に見直す予定。

○令和元事業年度までは、記載内容の大部分が財務情報であることから経理部経理課が作成していたが、事業報告書の
基礎にある前提や概念を含むというガイドラインの指針により一層対応するため、令和２事業年度は主担当部署を経営企画
部に移管する予定。

○新型コロナウイルス感染症対策として、令和２年４月から在宅勤務が開始となったため、事業報告書作成の実務担当者間
での密な連携が困難となったが、遠隔会議システムを活用し、常時連携が取れる体制を整えたことで解決した。

○事業報告書の作成を通して令和元事業年度の総括及び振り返りにつながり、組織のＰＤＣＡを回すための材料となった。

○当法人における令和元事業年度事業報告書の活用事例として、「統合報告書」の作成が挙げられる。本報告書は、事業
報告書で作成した内容に加え、SDGsへの取り組み等を含む法人の総合的な取り組みについて、広範なステークホルダーに
より視覚的に紹介するための情報開示媒体として法人HP等で公開している。令和２事業年度においても、事業報告書を活
用した統合報告書の作成を行い、情報発信に努める予定である。

○債券発行におけるＩＲ資料として有効に活用。ソーシャルファイナンスの認証も取得したことから、投資家サイドのモニタリ
ング資料としても重要視されることになった。

○当法人は中長期目標・計画の見直し年度に当たるため、独立行政法人評価制度委員会による法人ヒアリング（令和２年８
月）が行われたが、その際に配付資料として事業報告書を活用した。

＜主な回答＞


